
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに
減損損失の明細 （単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 26¶683¶059 1¶041¶238 568 27¶723¶729 8¶668¶444 1¶115¶949 1¶438 ` ` 19¶053¶846

構 築 物 1¶325¶476 73¶650 0 1¶399¶127 729¶596 76¶180 ` ` ` 669¶531

工具器具備品 942¶768 8¶776 4¶853 946¶691 767¶332 59¶516 ` ` ` 179¶359

船 舶 2¶272¶464 ` 817 2¶271¶647 759¶167 155¶224 ` ` ` 1¶512¶480

車 両 運 搬 具 14¶206 ` ` 14¶206 10¶295 2¶900 ` ` ` 3¶911

計 31¶237¶975 1¶123¶666 6¶239 32¶355¶402 10¶934¶835 1¶409¶771 1¶438 ` ` 21¶419¶128

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 20¶090¶577 381¶404 416¶961 20¶055¶020 2¶126¶487 918¶554 ` ` ` 17¶928¶532

構 築 物 695¶179 37¶650 9¶312 723¶517 135¶218 40¶322 ` ` ` 588¶298

工具器具備品 21¶975¶630 1¶296¶979 64¶391 23¶208¶219 14¶129¶467 2¶804¶878 ` ` ` 9¶078¶752

図 書 4¶127¶024 46¶345 241¶228 3¶932¶141 ` ` ` ` ` 3¶932¶141

^ 長期未収附属病院収入 3¶475¶365

及び未収附属病院収入 � 109¶786
EEEEEEEEE

3¶365¶578 `

徴収不能引当金（＊３） 3¶365¶578

_ 現金及び預金 8¶466¶683 8¶466¶683 `

` 未収入金 883¶867 883¶867 `

a 国立大学財務・経営セ
ンター債務負担金

(2¶991¶925) (3¶303¶803) (311¶878)

b 長期借入金 (22¶812¶766) (22¶978¶965) (166¶199)

c リース債務 (1¶414¶787) (1¶421¶076) (6¶289)

d 未払金 (4¶795¶869) (4¶795¶869) `

（＊１）負債に計上されているものについては（ ）で示している。
（＊２）長期貸付金に対する返還免除引当金を控除している。
（＊３）未収附属病院収入に対する徴収不能引当金を控除している。
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（注１）金融商品の時価の算定方法
\ 投資有価証券
これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっている。
なお、有価証券の中に含まれる譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿
価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

] 長期貸付金
回収見込額等により、時価を算定している。

^ 長期未収附属病院収入及び未収附属病院収入
一般債権について短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっている。また、貸倒懸念債権等については、回収見込額等により、時価を算定し
ている。

_ 現金及び預金、` 未収入金、並びにd 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい
る。

a 国立大学財務・経営センター債務負担金、b 長期借入金、並びにc リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入、またはリース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっている。

８．賃貸等不動産の時価等の開示
賃貸等不動産の総額に重要性がないため、記載を省略している。

９．資産除去債務
\ 当該資産除去債務の概要
附属病院建物の解体時におけるアスベスト除去費用等につき資産除去債務を計上している。

] 当該資産除去債務の金額の算定方法
資産除去債務の見積りにあたり、取得時からの使用見込期間を50年と見積り、割引率は使用
見込期間を勘案し、使用見込期間に見合う国債の流通利回りを採用しており、2•304％として
いる。

^ 当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減
当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりである。
期首残高 94¶500千円
時の経過による調整額 1¶557千円
資産除去債務の履行による減少額 � 26¶880千円
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期末残高 69¶178千円
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